
都道府県医師会担当理事殿

医療ネグレクトにより児童の生命・身体に重大な影響がある場合の

対応について(協力依頼)

医療ネグレクトにより児童の生命・身体に重大な影響がある場合の対応につい

ては、平成24年3月27日付日医発第 H61号(地Ⅲ253)にて貴会宛てご連絡

申し上げております。

児童相談所への児童虐待相談対応件数が年々増加の一途をたどり、子どもの生

命が奪われるなど重大な事件も後を絶たないなど依然として深刻な社会問題と

なっていることから、厚生労働省子ども家庭局より本会に対して、あらためて医

療機関における対応について周知、協力方依頼がありました。

医療ネグレクトの対応につきましては、医療機関と児童相談所の密接な連携が

必要であり、子どもの生命・身体の安全確保について適切な対応が求められてお

ります。

つきましては、貴会におかれましても、本件についてご了知いただき、貴会管

下郡市区医師会及び関係医療機関等への周知方、ご協力賜りたくご高配のほどお

願い申し上げます。

(健Ⅱ 247)
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日本医師会御中

医療ネグレクトにより児童の生命・身体に重大な影響がある

場合の対応について(周知依頼)

平素より、児童虐待防止対策の推進に当たり、種々御尽力を賜り厚く御礼申し

上げまt。

児童虐待については、児童相談所への児童虐待相談対応件数が年々増加のー

途をたどっており、子どもの生命が奪われるなど重大な事件も後を絶たないな

ど依然として深刻な社会問題となっております。

このうち、保護者が子どもに必要とされる医療を受けさせないことにより、子

どもの生命・身体に重大な影響があると考えられ、その安全を確保するため医療

行為が必要な事例であるが、親権者等の同意が得られないため、医療行為を行う

ことができないケース(医療ネグレクト)における取扱いについて、「医療ネグ

レクトにより児童の生命・身体に重大な影響がある場合の対応について」(平成

24年3月9日付け厚生労働省雇用均等・児童家庭局総務課長通知)(別添参照)

を発出し、周知を図ってきております。

医療ネグレクトへの対応につきましては、医療機関と児童相談所の密接な連

携が必要となることから、上記通知を貴会会員等へ周知いただき、子どもの生

命・身体の安全確保を第一とした対応につき、御理解・御協力を賜りますようぉ

願い申し上げま司、。
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都道府県

児童相談所設置市

児童福祉主管部(局)長

医療ネグレクトにより児童の生命・身体に重大な影響がある場合の対応に

ついて

保護者が児童に必要とされる医療を受けさせないいわゆる「医療ネグレクト」

により児童の生命・身体に重大な影響がある場合については、これまで親権喪失

宣告の申立て等により対応していたが、本年4月1日に施行される「民法等のー

部を改正する法律」(平成 23年法律第 61 号。以下「改正法」という。)により 、

親権の停止制度が新設されたことなどに伴い、対応方法に変更が生じることから、

下記のとおり改正法施行後における考え方や必要な手続等を整理したので、その

内容をビ了知いただくとともに、管内の児童相談所並びに市町村及び関係団体等

に周知を図られたい。

なお、本通知の施行に伴い、平成 20年3月31日雇児総発第 0331004 号本職通

知「医療ネグレクトにより児童の生命・身体に重大な影響がある場合の対応にっ

いて」は廃止する。

また、本通知は、地方自治法(昭和 22年法律第 67 号)第 2妬条の 4第 1項の

規定に基づく技術的助言であることを申し添える。

記

厚生労働省雇用均等・児童家庭局総務課長

雇児総発 0309 第2号

平成24年3月9日

殿

別添

1 本通知の対象となる事例

保護者が児童に必要とされる医療を受けさせないことにより児童の生命・身

体に重大な影響があると考えられ、その安全を確保するため医療行為が必要な

事例であって、医療機関が医療行為を行うに当たり親権者等による同意を必要

とするものの、親権者等の同意が得られないため、医療行為を行うことができ

ない場合が対象となる。

なお、児童に必要とされる精神科医療を受けさせないことにより児童の生、

命・身体に重大な影響があると考えられ、その安全を確保するため医療行為が

必要な事例についても対象に含まれる。

2 児童相談所長及び施設長等の監護措置

児童相談所長は、一時保護中の児童について、親権を行う者又は未成年後見



人(以下「親権者等」という。)のあるものであっても、監護に関しその児童

の福祉のため必要な措置をとることができる(児童福祉法第33条の2第2項)。

また、児童福祉施設の施設長、小規模住居型児童養育事業における養育者又

は里親(以下「施設長等」という。)は、入所中又は受託中の児童等について、

親権者等のあるものであってもこれらの措置をとることができる(同法第 47

条第 3 項)。

児童相談所長又は施設長等(以下「児童相談所長等」という。)は、保護者

が児童に彪、要とされる医療を受けさせない事案の場合も含め、とれらの規定に

基づく監護措置として児童に必要とされる医療を受けさせるととができる。

しかしながら、児童に重大な影響がある医療行為を行うに当たり、上記の監

護措置の権限においても、親権者等の同意がない場合や親権者等が反対してい

るため、医療機関が医療行為の実施を手控え、結果として児童の監護に支障が

生じる場合がある。このような場合には、事例に応じ、 3 に掲げる各措置をと

ることで、児童に必要な医療を受けさせることができる。

3 対応方法

(D 親権停止の審判による未成年後見人又は親権を代行する児童相談所長等に

よる措置

改正法により、新たに親権停止制度が設けられ、「父又は母による親権の

行使が困難又は不適当であることにより子の利益を害tるとき」に家庭裁判

所が 2年以内の期間を定め、親権を停止することができることとなった(民

法第 834 条の 2)。

また、親権喪失の原因がある場合でも、 2年以内にその原因が消滅する見

込みがあるときは、親権喪失の審判をすることができないとされた(同法第

834 条ただし書)。

このため、従来、親権喪失制度により対応していた医療ネグレクトの事案

には、原則として親権停止の審判により対応することとなる。具体的には、

児童相談所長が家庭裁判所に親権停止の審判を請求し、審判の確定により親

権が停止した後、未成年後見人又は親権を代行する児童相談所長等が医療行

為に同意することにより、医療機関が必要な医療行為を行うことができる。

なお、当該医療ネグレクト以外にも児童への虐待行為が認められるなど、

親権喪失の原因が2年以内に消滅する見込みのない場合には、当初から親権

喪失審判を請求することもできるが、要件がより厳格となることに留意され

たい。

方、親権停止の要件は、従来の親権喪失とは異なることから、これまで

親権喪失の要件を満たさなかった事案についても、家庭裁判所の判断により

親権停止の対象となり得るため、親権者が児童に必、要とされる医療を受けさ

せない場合には、必要に応じ親権停止審判の請求を検討されたい。
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また、同意入所等(施設入所等の措置であって、児童福祉法第 28条の規定

によるものを除く。)による措置児童について親権停止審判を請求する場合

に、親権者が入所等への同意を撤回したときには、児童相談所長は、当該措

置の解除及び一時保護をした上で対応することとなる 0

(2)(1)の親権停止審判の請求を本案とする保全処分(親権者の職務執行停止・

職務代行者選任)による職務代行者又は親権を代行する児童相談所長等によ

る措置

児童相談所長が親権停止の審判を請求した場合に、これを本案として、本

案の審判の効力が生じるまでの間、親権者の職務執行を停止し、更に必要に

応じて職務代行者を選任する審判前の保全処分を申し立てることができる

(家事審判規則第 74 条)。家庭裁判所は、申立てにより、子の利益のため

必要があるときは、親権者の職務の執行を停止し、また必要に応じて、その

職務代行者を選任する。

職務代行者が選任された場合には職務代行者が、職務代行者がない場合に

は親権を代行する児童相談所長等が医療行為に同意し、医療機関が必要な医

療行為を行うことができる。

(3)児童の生命・身体の安全確保のため緊急の必要があると認めるときに親権

者等の意に反しても行うことができる旨の規定に基づく児童相談所長等に

よる措置

改正法により、児童相談所長等による監護措置については、児童の生命・

身体の安全を確保するため緊急の必要があると認めるときは、親権者等の意

に反してもとることができる旨が明確化された(児童福祉法第 33 条の 2第

4 項、同法第 47 条第 5 項) 0

よって、生命・身体に危険が生じている緊急事態であるにもかかわらず親

権者等による医療行為への同意を得られない場合(緊急に親権者等の意向を

把握できない場合を含む。)には、この規定を根拠として児童相談所長等が

医療行為に同意し、医療機関が必要な医療行為を行うことができる。

4 方法の選択

(1)選択順位

いずれの対応方法を選択するかは、医療行為を行う緊急性の程度により判

断することが原則となる。具体的には、医療行為が行われなかった場合の生

命・身体への影響の重大性を前提として、医療の観点からの時間的な緊急性

のみならず、各手続に要する日数等の時間的余裕などの諸事情も考慮に入

れ、時間的な観点から緊急の程度を個別事案ごとに判断する必要がある。

その結果、緊急性が極めて高く、親権停止審判及び保全処分の手続では時

間的に間に合わないと判断される場合には、 3(3)の措置をとる。他方、児

童の生命・身体に重大な影響があると考えられるため対応が急がれるものの
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親権停止審判及び保全処分の手続によっても時間的に間に合う場合には3

(D及び3(2)の措置をとる。保全処分によらず、親権停止審判の確定を待っ

ても時間的に間に合う場合には3(Dのみの措置をとる。

ただし、 3 (1)及び 3 (2)の措置や 3 (D のみの措置をとった場合であって

も、保全処分の決定又は親権停止審判の確定がなされる前に、児童の状態が、

急変するなどにより生命・身体の安全確保のために緊急に医療行為が必、要に

なったときにはためらうことなく 3 (3)の措置により対応する。

また、3(3)の措置をとった上で引き続き継続的に医療行為が必要な場合に

も 3 (D及び 3 (2)の措置をとる。

(2)選択上の留意事項

これらの判断に当たっては、客観性を担保する観点から、時間的な余裕が

あれぱ可能な限り都道府県児童福祉審議会の意見や主治医以外の医師の意見

の聴取等を行うことが望ましいが、対応に遅れが生じないよう留意する必要

がある。

また、日頃から家庭裁判所との間で、この種の事案を家庭裁判所に請求す

るに当たっての留意点、審判手続上の問題点、調査及び審理に関する留意点

等にっいて協議するとともに、家庭裁判所における円滑な審理に資するよう

に、適時適切な審判請求等を行うことが必要である。

なお、親権停止審判又は保全処分の手続に要する日数は、事案により異な

ることから、一概にはいえないが、上記の日頃からの家庭裁判所との協議の

中で一般的に手続に要する期間についての情報を得ておくことが考えられ

る。

上記の手続の選択に当たっては、児童相談所において個別の事案の実情を

十分に考慮し、児童の生命・身体の安全確保を第一に考え、適切に対応され

たい。

(3)精神保健福祉法との関係

精神疾患の対象事例について、精神科病院への入院を要する場合には、任

意入院(精神保健及び精神障害者福祉に関する法律(昭和 25年法律第 123

号。以下「精神保健福祉法」という。)第 22 条の 3)によるととが考えら

れるが、これによることができない場合には、医療保護入院(精神保健福祉

法第 33 条)によることが考えられる。

医療保護入院を行う場合には、親権者等の同意が要件とされていることか

ら 3(3)の措置によることはできないため、緊急性が高い場合には 3(D及ひ

3(2)の措置により対応し、親権停止審判の確定を待っても時間的に間に合う

場合には 3 (1)のみの措置をとることとなる。

ただし、当該児童に自傷他害のおそれがある場合には、任意入院や医療保

護入院ではなく、措置入院(同法第 29条)により対応する。措置入院の解除
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後も引き続き入院が必要な場合には、改めて入院形態ごとに必要な手続をと

る。

5 対応別の具体的手続等

(1)親権停止審判による場合

ア請求手続に係る留意事項

医療ネグレクト事案について親権停止審判を請求する場合の留意事項は

次のとおりである。親権停止審判の請求に係る具体的な手続は児童相談所

運営指針を参照されたい 0

(ア)申立書の留意事項

申立書には、申立ての実情として疾患と医療ネグレクトの状況を記載

する必要がある。具体的には、児童に対して医療を受けさせる必要があ

るにもかかわらず、必要な医療を受けさせないことにより児童の生命・

身体に重大な影響を及ぽすに至っている具体的な実情を記載して、親権

者本人の親権の行使が困難又は不適当であり、児童の利益を害すること

を明らかにする。

(イ)添付書類の留意事項

医師の意見書暢1絲氏様式例参照)のほか、疾患や治療方法などの内容

を明確にするために医学書等の写し等を添付する必、要がある。申立て先

の家庭裁判所から指示があった場合には適切に対応する。

イ審判確定後の対応

親権停止期間中は当該児童には親権者がいないこととなることから、未

成年後見人の選任請求を行い、選任された未成年後見人がその権限におい

て医療行為に同意することにより対応することが原則である。ただし、親

権停止後、未成年後見人があるに至るまでの間に必要な場合は、当該児童

に係る措置内容に応じ、以下の者が親権代行者として医療行為に同意する

ことにより対応することとなる 0

(ア)児童福祉施設入所中の児童の場合

施設長(児童福祉法第 47 条第 1項)

(イ)小規模住居型児童養育事業を行う者又は里親に委託中の児童の場合

児童相談所長(同法第 47条第2項)

(ウ)一時保護中の児童の場合

児童相談所長(同法第 33 条の 2第 1項)

(エ)上記以外で児童相談所長が未成年後見人を選任請求している児童の場
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児童相談所長(同法第 33 条の 8 第 2項)

(2)親権者の職務執行停止・職務代行者選任の保全処分による場合

ア申立手続に係る留意事項

合



医療ネグレクト事案について保全処分を申し立てる場合の留意事項は次

のとおりである。保全処分の申立てに係る具体的な手続は児童相談所運営

指針を参照されたい。

(ア)申立書の留意事項

a 本案認容の蓋然性

本案が認容される蓋然性が高い旨の説明として、疾患と医療ネグレ

クトの状況を記載する必要がある。具体的には本案と同様である。

b 保全の必要性

児童に医療を受けさせる必要があるにもかかわらず、親権者が児童

に彪、要とされる医療を受けさせず、一方で、本案の審判確定を待つ時

間的余裕もない旨など、保全処分の必要がある旨を端的に記載する。

(イ)添付書類の留意事項

添付資料については、親権停止の審判の申立ての場合と同様である。

なお、本案認容の蓋然性及び保全の必要性については疎明(一応確から

しいと認められること)することが求められる。

イ処分決定後の対応

保全処分の決定により職務代行者が選任されたときには職務代行者が、

また、職務代行者の選任がないときには当該児童に係る措置内容に応じ、

以下の者が親権代行者として医療行為に同意することにより対応すること

となる 0

(ア)児童福祉施設入所中の児童の場合

施設長4見童福祉法第 47 条第 1項)

(イ)小規模住居型児童養育事業を行う者又は里親に委託中の児童の場合

児童相談所長(同法第 47 条第 2項)

(ウ)一時保護中の児童の場合

児童相談所長(同法第 33 条の 2 第 1項)

(力上記以外で児童相談所長が未成年後見人を選任請求している児童の場

6

児童相談所長(同法第 33 条の 8 第2項)

(3)児童の生命・身体の安全確保のため緊急の必要があると認めるときの児童

相談所長等の措置による場合

アー時保護中における児童相談所長の同意

一時保護中の児童については、児童相談所長が彪、要な医療行為に同意す

る。

医療機関からの通告により医療ネグレクトを認知した場合など、一時保

護又は施設入所等の措置がとられていない児童については、一時保護(ー

時保護委託)した上で、児童相談所長が必要な医療行為に同意する。

合



その際、児童の生命・身体の安全を確保するため緊急の必要があるにも

かかわらず、親権者等が同意しなかった旨や医療行為の具体的内容等、児

童相談所長の同意により医療行為が行われた経緯について記録するととも

に、医師の意見書(別記様式例参照)や医学書の写し等、当該児童の疾患

や治療方法などについての内容を明確にするための資料を記録に添付す

る。

また、児童相談所長は、当該措置により対応した旨を事後に都道府県児

童福祉審議会に報告することが望ましい。

イ入所中又は委託中における施設長等の同意

施設入所等の措置がとられている児童については、当該児童を監護tる

施設長等が必要な医療行為に同意する。

この場合、児童の生命・身体の安全を最優先に考え、速やかに施設長等

が医療行為に同意する必要があるが、緊急性の程度によっては、親権停止

審判や保全処分による対応を検討する必要がある。このため、施設等にお

いて児童の生命・身体の安全確保のため緊急の対応が必要な事態が生じた

場合には、施設長等から児童相談所に速やかに連絡することとし、連携し

て緊急オ生の判断や対応方法の検討を行うことが望ましい。

また、一時保護の場合と同様、施設長等の同意により医療行為が行われ

た経緯についての記録等を行う 0

なお、施設長等は、児童の生命・身体の安全を確保するため緊急の必要

があると認めて行った内容について、速やかに児童福祉法第27条第1項第

3号等の措置を行った都道府県又は市町村の長に報告しなけれぱならない

(児童福祉法第 47 条第5項後段)ことに留意されたい。報告の方法等にっ

いては児童相談所運営指針を参照されたい。

6 医療行為が実施された後の対応

必要な医療行為が実施された後は、児童の福祉の観点から親権又は職務執行

を停止された者が再び親権を行使することに支障がないと判断される場合や 、

一時保護を継続する必要がないと判断される場合には、児童相談所長は、親権

停止等の審判の確定後であれぱ、その取消しを申し立て、本案である親権停止

等の審判が係属中であれぱ、その申立ての取下げや一時保護の解除を行うな

ど、実施後の状況を踏まえ適切に対応する。

具体的には、医療ネグレクト以外の養育上の問題が見られるかどうか、退院

後にも医療行為を継続する必要があるか、その必要がある場合に当該医療行為

について親権又は職務執行を停止された者等が同意するかどうかなどにっい

て個別事情に照らして判断する必要があるため、申立ての取下げ等の可否とと

もに、退院後の処遇や支援方針について、医療機関と協議して決定する。

7



医師の意見書様式例

患者氏名

年齢一陛別

疾患名(注 1)

現在の問題点(注 2)

今回必、要な医療行為の
内容及び根拠(注 3)

意見書

年

予測される効果と今後必要
な医療行為(注4)

月 日生(

当該行為を
場合に予測 さ
緊急、性の程度
時期)(注 5 )

歳

(男嚇氏)

わなかった

れる結果及び
(実施tべき

か月)

当該行為に伴う合併症等
の危険性(注 6)

男・女

親権者等に対する説明の
実施状況(注 7)

その他特記事項

言己載日
医療機関名

)日本語で記載、略語は不可。
)箇条書き等簡潔に記載すること。
3)手術術式、投与薬剤名などを記載すること。また、標準的な医療行為であることを示tたと

め、根拠となるガイドライン等を記載し、コ を添付することピ U

)当該医療行為によって改善される点及び今後必要な医療行為を具体的に記載すること。
5)当該医療行為を実施しない場合の自然歴、死亡や重大な後遺症が起きる理由など、緊急、性
が明らかになるよう実施tべき時期を含め記載tること。
)当該医療行為によって生じ得る合併症等の症状、死亡や後遺症の危険率等を記載すること。
フ)親権者等に対し彪、要な医療行為について説明した内容、説明後に親権者等が意思表示した

内容などを記載すること。

年 月

8

※この意見書は、児童相談所での記録となるほか、親権停止審判等が行われる場合には、家庭裁判所
に証拠書類として提出されるものである。

日

主治医名(自筆)
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注
注
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注
注
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医師の意見書様式例

患者氏名

年齢・性別

疾患名(注 1)

現在の問題点(注 2)

今回必要な医療行為の
内容及び根拠(注3)

00

意見書

0年

ファロー四徴症、肺動脈閉鎖、 22番染色体部分欠失

00

・チアノーゼ、噛乳困難、体重増加不良を認める。
日棚 0 より NICUにて管理し、長期入院中。
・肺動脈血流は、薬剤(プロスタグランディン製剤の持
続点滴)で拡張した動脈管で保持されている。薬剤がなけれ
ぱ動脈管は自然閉鎖する可能性が高い。

予測される効果と今後必要
な医療行為(注4)

0月 0日生(

・薬剤により確保している肺動脈血流を、短絡手術(鎖骨下
動脈一肺動脈短絡手術)で確保することが必、要。
・上記の手術は、肺動脈閉鎖に対して、我が国においても0
0年代頃より開始され、今日では外科治療の基本手技のーつ
として定着している(参考文献参照)。

当該行為を行わなかった
場合に予測される結果及び
緊急性の程度(実施tべき
時期)(注5)

0歳

(記載例)

・肺動脈血流の増加によるチアノーゼの改善、プロスタグ
ンディン製剤の持続点滴からの離脱、肺動脈の発育が期待
れる。

・短絡手術後は、抗凝固療法(内服治療)が必要になる。こ
れは、中断せず、継続することが必要であり、定期検査と薬
用量調整を要する。

・将来的には根治手術が必要である。

4 か月)

当該行為に伴う合併症等
の危険性(注 6)

囲・女

親権者等に対する説明の
実施状況(注 7)

・動脈管は無治療では閉鎖す、る。薬剤の効果は日齢にしたが
い減弱し、薬剤の増量は無呼吸発作などの合併症の危険が増
加し、手術なしに長期生存は見込めない。

・動脈管による肺血流量のみでは、根治手術に向けた肺動脈
の発育は期待できないため、0週間以内に鎖骨下動脈一肺動
脈短絡手術が必要である。

その他特記事項

言己載日
医療機関名

・手術死亡の危険率は 1%未満。(過去10年間で当施設での

手術死亡例は認めない。)

・手術合併症の危険率は 5 %未満(創部感染、短絡血管閉塞
、心不全など)

(注 1)日本語で記載、略語は不可。
(注 2)箇条書き等簡潔に記載すること。
(注 3)手術術式、投与薬剤名などを記載すること。また、標準的な医療行為であることを示すた
め、根拠となるガイドライン等を記載し、コピーを添付すること。
(注4)当該医療行為によって改善される点及ぴ今後必要な医療行為を具体的に記載すること。
(注 5)当該医療行為を実施しない場合の自然歴、死亡や重大な後遺症が起きる理由など、緊急、性
が明らかになるよう実施すべき時期を含め記載すること。
(注 6)当該医療行為によって生じ得る合併症等の症状、死亡や後遺症の危険率等を記載すること
(注 7)親権者等に対し必要な医療行為について説明した内容、説明後に親権者等が意思、表示した
内容などを記載すること。

0年0月
00

実父母に対し、入院時(0年0月0日)に、薬物治療などを
含めたNICU管理についての説明には同意を得た。その後は
面会も少なく、手術治療についての面談には拒絶的である。

※この意見書は、児童相談所での記録となるほか、親権停止審判等が行われる場合には、家庭裁判所
に証拠書類として提出されるものである。

0日

00 主治医名(自筆) 00
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医療ネグレクトにより児童の生命・身体に重大な影響がある場合の対応の流れ

親権止審判

の確定を待つこと
が可能か

児童相談所

できる

できない

保全処分の決定を
待つことが可能か

親権停止審判
による措置

時間的緊急

で判断

できる

請求

家庭裁判所

できない

家庭裁判所の手続

を経る時間がない

保全処分柱1
による措置

(※)施設長等が上記の監護措置をとった場合、
児福法第27条第1項第3号等の措置を行った
都道府県又は市町村の長に報告

(注1)親権停止審判を本案とする審判前の保全処分として行う。

(注2)職務代行者の選任は職務執行停止に加えて必要がある場合に行う。職務代行者の資格に特に定めはなく、弁護士、児相長、医師等が選任されている例があそ過

親権者の親権停止
の審判

時間的緊急が高い

(児童相談所に相談・連絡する余裕がない)

時間的緊急性

で判断

申立て

ーーーー^

審判の確定

児福法に基づく
緊急措置

保全処分の審理

児福法に基づく
緊急措置

処分の決定
(注2)

審
の判
決の
定確
を定
通・
知処
分

保全処分
・親権者の職務執行停止
・職務代行者の選任

医療機関

(同意者)
未成年後見人あり→未成年後見人
未成年後見人なし→児福法に基づく

(代行者の区分)親権代行者
・施設入所中・・施

・里親等委託中・一児相長

・一時保護中・一児相長
・後見人選任請求中一・児相長

児相長及び施設長等による監'措(※)
→児童の生口・の全のナこめヌ急の,'、が (同者)
あると認めるときは、の、にしてとこと 一時保護中→児相長
が・。(児福法第33条の2第4項、第47条第5項) 施設入所中→施二長

里親等委託中→里親等

以下の者の同意により

医療行為を実施

審
の判
決の
定確
を定
連・
絡処
'分

(同意者)
職務代行者あり→職務代行者
職務代行者なし→児福法に基づく

親権代行者(※)
(※)上親権代行者の区分と同じ

以下の者の同'により

医療行為を実施

児童相談所長又は施設長等の
同意により医療行為を実施

児
童
相
談
所

通
止
園
・
相
談

医
療
関

相
談
・
連
携

児
童
福
祉
施
設
の
施
設
長
等



児童虐待防止対策の強化について

(3)児童相談所の体制強化について

⑫医療ネグレクトにより子どもの生命・身体に重大な影響がある

場合の対応について(関連資料32参照)

平成23年6月に成立し、平成24年4月1日から施行された民法

等の一部を改正する法律(平成23年法律第61号)において、子ど

もの権利利益を擁護する観点から、親権の停止制度を新設し、法人

又は複数の未成年後見人を選任することができるようにするなどの

措置を講ずるための民法等の改正が行われたとともに、里親委託中

等の親権者等がいない子どもの親権を児童相談所長が行うこととす

ることや、子どもの福祉のために施設長等がとる監護等の措置につ

いて親権者等が不当に妨げてはならないこととするなどの措置を講

ずるための児童福祉法の改正が行われた。

この改正において、親権停止制度が新設されたことなどに伴い、

保護者が子どもに必要な医療を受けさせない「医療ネグレクト」に

より生命・身体に重大な影響がある事案への対応についての必要な

手続等を整理し、「医療ネグレクトにより児童の生命・身体に重大

な影響がある場合の対応について」(平成24年3月9日付け雇児

総発03四第2号厚生労働省雇用均等・児童家庭局総務課長通知)

においてお示ししている。

具体的には、

(D 親権停止の審判による未成年後見人又は親権を代行する児

童相談所等による措置

(五)(D の親権停止審判の請求を本案とする保全処分(親権

者の職務執行停止・職務代行者選任)による職務代行者又は

親権を代行する児童相談所長等による措置

(血)児童の生命・身体の安全確保のため緊急の必要があると認

めるときの親権者等の意に反しても行うことができる旨の規

定に基づく児童相談所長等による措置

の各措置をとることができるが、いずれの対応方法を選択するか

は、医療行為を行う緊急性の程度により判断することが原則であ

る。医療行為が行われなかった場合の生命・身体への影響の重大

(令和元年度全国児童福祉主管課長会議資料抜粋)



性を前提として、医療の観点からの時間的な緊急性のみならず、

各手続きに要する日数等の時間的余裕などの諸事情も考慮に入

れ、時間的な観点から緊急の程度を個別事案ごとに判断する必要

があり、その結果、緊急性が極めて高く、親権停止審判及び保全

処分の手続では時間的に間に合わないと判断される場合には、

(血)の措置をとるとととなる。

詳細については、上記通知を参照していただくとともに、特に、

児童福祉施設や里親等、教育機関、医療機関等の関係先への再周知

をお願いする。

なお、今後日本医師会からも各都道府県医師会を通じて医療機関

に対して周知していただくよう依頼する予定であり、各自治体にお

いて適切な対応を御願いする。


